	会　議　録

１．会議の名称　　　　第６７回熊取町原子力問題対策協議会

２．開催日時　　　　　令和元年７月２６日（金）午後１時３０分から

３．開催場所　　　　　熊取町役場北館３階　大会議室

４．議題　　　　　  　案件（１）役員選出について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　案件（２）京都大学複合原子力科学研究所の現状報告（定例報告）について

　　　　　　　　　　　案件（３）京都大学複合原子力科学研究所の現状報告について

　　　　　　　　　　　案件（４）原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について

案件（５）その他

　　　　　　　　　　

５．公開・非公開の別　全部公開

６．傍聴者数　　　　　０人

７．審議等の概要　　　案件（１）役員選出について

　　　　　　　　　　　・不在となっていた副委員長１名について、委員の互選により二見裕子委員が選出されました。

　　　　　　　　　　　案件（２）京都大学複合原子力科学研究所の現状報告（定例報告）

　　　　　　　　　　　　　　　　について

・各担当者から配布資料に基づき、原子炉の運転状況、令和元年度の共同利用研究等の採択状況、環境放射能の測定結果について、事項毎に次のとおり説明後、質疑応答が行われ了承されました。

【説明内容】

・報告対象期間の平成30年6月から令和元年5月におけるＫＵＲ・ＫＵＣＡの運転状況や役割等について

･令和元年度の共同利用研究及び研究会の採択状況

･環境放射線測定報告として平成30年4月から平成31年3月における研究所からの排気及び排水中の放射能の測定結果、次に研究所敷地境界付近5ヶ所と所外４ヶ所の放射線量の測定結果、最後に研究所周辺環境試料中の放射能の測定結果について、周辺の環境に影響を与えることはなかった旨の報告。

【質疑】

（坂上委員）

　定例報告の冊子11ページに「雨山川・大久保集会所」は今回より測定を始めたと記載しているが、何か理由はあるのか。

（中島副所長）

　以前の本協議会で説明させて頂いたと思いますが、いくつかの測定点で土が採取できない、また、周辺の環境が変わったことにより、採取場所に近づけなくなったため、サンプリングの場所の見直しを行ったことによるものです。

（田中委員）

　国に採択された補助金の事業が実施できなくて返還したという報道があったかと思うが、その件を役場の担当課に聞いたところ、「京大のことなのでわからない。」ということだったので、この場で説明してほしい。

（川端所長）

　2年程度前に公募があった原子力人材育成事業のことですが、採択された時期は、ちょうど新規制基準対応後の研究炉が再稼働したタイミングだったため、新たな活動もできるだろうということであった。ところが、再稼働後も新規制基準対応や核セキュリティ・サミットで日米合意された燃料撤去等への対応に係る業務など、安全管理に関わる業務量が大幅に増えてしまいました。そのため、最初は可能と考えていた当該人材育成事業を実施する余力が無くなってしまった、それよりも優先すべき安全管理に係る業務に集中させてほしい、折角、採択して頂いたが、今回は止めさせてくださいとお願いした結果、取消しという形になったものです。

（田中委員）

　大手の4紙には掲載されていたと思うが、やはりあのような新聞報道があると何か良くないことが起こっているのではないかと住民の方も心配されると思う。おそらく京大さんは自分ところのことなので、掌握されていると思うが、そういうことは役場の担当課へきちんと説明して頂いて、我々のところに伝わるようにして頂きたい。

（川端所長）

　今回の案件は不正とかではなく、我々の仕事の見積もりが甘かったことによるものですが、今後は注意したいと思います。

（田中委員）

　東部宿舎の跡地ですが、現状、草が繁茂したり、木が生い茂ったり、落ち葉がたくさんあったりと周辺に影響がある場合があるので、施設管理の担当者の方は、注視して頂いて、適切な管理をお願いしたい。府道の道路側溝が詰まったりすることも結構あり、私一人で全部掃除して町に収集してもらったこともある。やはり、家や公共の道路に面している場所は、注意するようお願いしたい。

（川端所長）

　ご迷惑をお掛けしまして申し訳ございませんでした。早速、現場を調査のうえ、対応の方を考えさせて頂きたいと思います。

（渡辺委員）

　定例報告の冊子11ページの底質の放射能測定結果の記載の箇所ですが、熊取・坊主池がサンプリングできなかったため、データ無しとなっていますが、坊主池は研究所の近くということもあるので、やはりこの場所のサンプリングは必要ではないかと思う。なぜサンプリングできなかったのか教えてほしい。

（五十嵐放射線管理部長）

　担当者からは底質のサンプリングについて出来る限り努力したが、できなかったと聞いている。今後もサンプリングできるよう努力していきますが、適切にサンプリングできない場合は、代替措置により対応して行きたいと思います。

案件（３）京都大学複合原子力科学研究所の現状報告について

・各担当者から配布資料をもとに次のとおり説明があり、了承されました。

【説明内容】

○京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ）等の状況について

・京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ）の状況について

ＫＵＲは、昨年度の利用運転を平成31年2月14日で終了した後、年１回の施設定期検査を7月17日に終了し、同日付けで施設定期検査の合格証が交付され、7月23日から今年度の利用運転を開始している。

今年度の利用運転では、ＫＵＲ及びその周辺施設を利用した共同利用研究が来年1月末頃まで行われる予定。また、癌治療法の一つであるホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ）による医療照射については、週１回の実施を予定している。なお、昨年度の医療照射の実施件数は30件となっている。

・京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）の状況について

ＫＵＣＡは、昨年度の利用運転が今年の3月9日で終了した後、年１回の施設定期検査を5月21日に終了し、同日付で施設定期検査に合格証が交付され、5月28日より今年度の利用運転を開始した。

今年度の利用運転では、原子炉の安全性等に関する研究と原子力安全を担う人材育成が来年3月上旬頃まで行われる予定となっている。

・原子力損害賠償の実施のための方針の作成及び公表について

　我が国の原子力損害賠償制度は、原子力損害の被害者の保護及び原子力事業者の健全な発達を図ることを目的として、原子力事業者に民間保険契約及び政府補償契約の締結を義務付けている。

このたび、原子力事故が発生した場合における原子力損害の被害者の保護に万全を期するため、東京電力福島第一原子力発電所の事故における対応のうち、一般的に実施することが妥当なもの等について、所要の措置を講ずるよう、関係法令が改正された。その改正事項の一つとして、原子力事故が発生した場合に、損害賠償の迅速かつ適切な実施を図るための備えとして、あらかじめ、原子力事業者に対して、今年度末までに損害賠償の実施のための方針の作成及び公表を義務づけることになった。同方針に記載する具体的な内容は、今後、省令で定められることになっており、作成に際しては、万が一、原子力災害が発生した場合に速やかに損害賠償等の必要な対応がなされるよう、熊取町他地元自治体からの意見等を踏まえながら進めて行く。

・個人の信頼性確認制度の導入について

　原子力施設では近年、国際的なテロリズムが頻発する中、テロ対策が重要課題と位置付けされ、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）は、各国に対して原子力発電所や研究所のテロ対策を強化するよう勧告した。このたび、本勧告を踏まえた国内の関係法令の改正が行われ、職員等を装ったテロリストによる核燃料物質の盗取や施設の破壊を防ぐため、内部脅威対策の強化を目的とした個人の信頼性確認の実施が求められることになった。当研究所では、関係法令に基づき、今年の12月1日までに核物質防護規定の改正、新たな要領の策定、担当事務局の設置など、当該制度の導入に向けた必要な諸手続きを完了する予定。

○原子炉設置変更申請（研究用原子炉の変更）について

・変更理由

ＫＵＲは平成22年度に燃料の低濃縮化を達成し、平成29年度からは新規制基準に対応した運転を開始し、その後も運転を継続している。一方、ＫＵＲの今後の運転計画や燃料の消費量を勘案すると新燃料の追加購入の必要性もなく、現状保有する燃料の量から判断して新燃料の貯蔵設備や、使用中の燃料に対する一時貯蔵設備のための現状のスペースが特段必要ではなくなっている。以上の現状を考慮した結果、今回、核燃料貯蔵設備の貯蔵能力に係る変更申請を行った。具体的には、申請書に記載されている核燃料貯蔵設備の貯蔵能力を実態に即した数量に制限することにより、管理の効率化と合理化に加え、更なる安全性向上を図る。

・変更内容

ＫＵＲの原子炉設置変更承認申請書には、本文中に「核燃料物質貯蔵施設の構造及び貯蔵能力」、添付書類８に「核燃料物質貯蔵設備の構造及び貯蔵能力」がそれぞれ記載されています。今回の変更申請では、燃料要素のウラン-235含有量の総量に対する制限値を追記するとともに記載の適正化を行う。なお、上述のとおり、今回の変更申請は貯蔵可能な核燃料物質の総量に係る記載の追記のみであり、当該変更に伴う工事は行わない予定。

・「原子炉施設及びその周辺住民の安全確保に関する協定書（安全協定書）」に基づく事前協議の要否等

本変更申請については、「変更内容」に記載のとおり、施設・設備の増強等の工事は行わない予定で、核燃料物質の総量に係る記載の追加のみであることから、安全協定書第5条のただし書きに該当する軽微な変更と考え、今年3月にその旨熊取町他地元自治体の確認が得られたため、事前協議は不要と判断し、4月25日に原子力規制委員会へ申請した。

・原子力規制委員会による審査の状況

　5月22日の第276回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合において、変更の内容説明、質疑応答が行われ、特に問題なく審査は終了しました。その後、7月2日に開催された第15回原子力規制委員会（臨時会議）において、審査書案が決定された。

○核セキュリティ・サミットを受けての対応について

・これまでの経緯

　京都大学複合原子力科学研究所の高濃縮ウランの内、ＫＵＲの高濃縮ウラン燃料については、平成19年までに全ての使用燃料を米国に撤去し、平成22年5月からＫＵＲでは低濃縮ウラン燃料による運転を行っている。

ＫＵＣＡでは、平成28年の第4回核セキュリティ・サミットにおいて、高濃縮ウラン燃料の米国への撤去と低濃縮化に関する日米合意が行われた。

日米合意を受け当研究所では、高濃縮ウラン燃料の米国への撤去等に向け、実施スケジュールを策定のうえ、米国並びに国内の関係省庁等との調整を進めている。

・現状

　高濃縮ウラン燃料の撤去について

　昨年の本協議会以降、関係各所との調整、輸送時の警備体制に係る関係機関との連携、その他輸送に伴う諸手続きを進めている。また、実際の輸送における安全対策としては、国際基準を満たしたキャスクと呼ばれる専用の輸送容器を使用すること、キャスクへの燃料収納、コンテナへの積み付け、積載車へのコンテナの積み付けのそれぞれの段階において、安全性の確認を行い、国による検査・確認を受けることになる。併せて、輸送中は輸送事業者、規制当局、治安当局等との間で綿密な連絡体制を取って、安全性の確認を行う。

　ＫＵＣＡ燃料の低濃縮化について

　一昨年の本協議会で承認したＫＵＣＡの高濃縮ウラン燃料から低濃縮ウラン燃料への変更に伴う原子炉設置変更承認申請については、今年の5月31日に原子力規制委員会へ申請した。その後、6月17日の審査会合において、審査が始まった。今後、同委員会による設工認審査などを経て、燃料の製造を開始し、年度予算計画に沿って、複数回に分けて新たに低濃縮ウラン燃料を搬入することになる。なお、撤去予定の高濃縮ウラン燃料等の安全性については、原子炉の出力が非常に低いため、運転に伴って生成される放射能が極わずかであり、手で直接取り扱うことができるほど放射線が弱いという特徴がある。

○京都大学複合原子力科学研究所原子力事業者防災業務計画の修正について

　原子力事業者防災業務計画は、原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）の規定に従い、毎年１回、その内容を見直し、必要に応じ修正することが求められている。今回、内容の見直しについて検討した結果、原子力規制庁緊急事案対策室等からのコメント対応及び誤植等の修正が必要となった。そのため、今年2月の本協議会では、原災法の規定に従って、熊取町長、大阪府知事等関係者と防災業務計画の修正の協議を今年の2月上旬頃から開始する予定である旨の報告をしたが、修正内容に係る原子力規制庁との調整に予想以上に時間を要したことから、同協議の開始時期は今年の8月下旬から９月上旬頃になる見込みとなっている。今後、同協議が終わり次第、内閣総理大臣及び原子力規制委員会に修正の届出を行う予定。

○京都大学複合原子力科学研究所放射線障害予防規程の改正について

　この度、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による「総合的規制評価サービス」の結果及び「放射性物質及び関連施設に関する核セキュリティ勧告」を踏まえ、原子力規制委員会において外部有識者の意見を聞き、関係省庁とも連携した上で、放射性同位元素使用施設等の

規制の見直しに関する検討が行われた。その後、検討結果を踏まえ、放射線障害防止法並びに関係規則等が改正された。そのため、同法令等の改正内容に沿って、平成31年4月1日より当研究所の放射線障害予防規程を改正することになったことから、安全協定に従って熊取町長に通知の上、放射線障害予防規程の変更届を平成31年4月11日付けで原子力規制委員会に提出した。なお、主な改正点は、放射線障害防止のための安全管理組織にＲＩ管理室を新設、大規模自然災害時等に関する対応、事故時の情報提供の方法など。

○原子力規制委員会による原子炉施設等の保安検査状況について

　平成30年度第4四半期分（3月6日～7日、3月11日）として、原子力規制委員会による原子炉施設保安規定の遵守状況に関する保安検査が実施され、特に問題はなかった。令和元年度の保安検査からは、来年4月から導入される新検査制度に対応するための試行期間として、従来のように検査期間を限定した形の保安検査ではなく、四半期のうちの10週間程度を対象として、その間は検査官が随時に立ち入り（フリーアクセス制度）、事業者の保安活動状況を確認する形の検査になった。第１四半期の検査結果については、7月1日に確認が行われ、特に問題となることはなかった。

○令和元年度第１回緊急時訓練について

　令和元年6月3日に令和元年度第１回の緊急時訓練を実施した。今回の訓練（参加者数111名）では、前半に原子力防災に関する教育のための講義を実施し、後半は緊急時訓練の中期計画に従い、緊急対策本部、緊急作業団の業務内容に対応した要素訓練として個別に訓練を実施した。具体的には、招集・点呼、緊急時体制の構築、汚染拡大防止策、医療活動、消火活動、応急復旧、資機材調達・輸送等の要素訓練の中で、前年度の緊急時訓練（総合訓練）の教訓を反映するとともに、今年11年5月（火）に計画している第２回緊急時訓練（総合訓練）の予定訓練項目も考慮した内容で実施した。

案件（４）原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について

・各担当者から配布資料をもとに次のとおり説明後、質疑応答が行われ了承されました。

【説明内容】

・定期検査等の状況について（平成31年2月～令和元年6月）

規制官庁等による定期的検査として保安規定遵守状況検査、ボローイング査察、核物質防護規定遵守状況検査を受け、結果としていずれの検査・査察においても違反・指摘事項はなかった。

・環境放射線モニタリング結果について

平成30年度上期から平成30年度下期における当事業所加工施設からの放出放射線、外部放射線に係る実効線量、環境試料中の放射能について問題となる数値はなかった。

・通報事象について

平成31年3月29日に退勤中の職員が事務棟玄関口（非管理区域）から出る際に転倒し、頭部に打撲・裂傷を負ったため、救急車を要請し、病院に搬送した。本件による周辺環境への影響はなく、職員の被ばくもなかった。

・生産状況について

平成30年11月に燃料の生産を終了し、生産した原子燃料の輸送も完了した。現在は新規制対応工事にむけて生産を停止中で、生産再開は新規制対応工事を終える令和2年秋以降を予定している。

・加工事業の新規制基準対応への取り組み状況について

平成31年2月の熊取町原子力問題対策協議会では、新規制基準に適合させるための取組み状況を説明したとおりであり、設計及び工事の方法についての認可（以下「設工認」）申請については、原子力規制委員会と引き続き面談を重ね、補正申請を実施し審査を受けている。また、保安規定変更認可申請は6月11日に認可を受けた。新規制基準に適合させるための設工認及び保安規定変更の申請を順次行っていく。

・新規制基準対応に係るスケジュール

　本年8月から順次工事を実施していく。

・原子力事業者防災業務計画に関する状況について（平成31年2月～令和元年6月）

原子力事業者防災業務計画の見直しは行われていないこと、原子力事業者防災業務計画及び保安規定等に基づく防災訓練として平成31年3月11日に異常事象対策訓練、3月19日に夜間・休日非常時訓練（招集訓練）を行った。

・広報活動の状況について

昨年11月からの操業停止により、原則工場見学の受け入れを休止しており、平成31年2月以降の活動状況としては、一般見学者受け入れ実績はなく、熊取事業所一般見学会（4月開催）は、新規制対応工事のため工場での開催を取りやめ、京都大学複合原子力科学研究所の一般公開に併せて、研究所内に一部事業所紹介のブースを設ける形で開催し、２２５名の訪問者があった。

【質疑】

（田中委員）

ウエスティングハウス系列から東芝に経営が移ったと紹介されたが、今後の経営のほうも安定すると考えてよいか。説明の中で事業所員280名中50名程度が熊取在住と聞き、その方の雇用のことが気になった。報告資料と直接関係ないがお聞かせ願いたい。

（伊藤所長）

経営に関しては昨年6月末から東芝に移りましたが、もともとウエスティングハウスの親会社が東芝であるため、ここ7、8年は東芝系列という形で事業をおこなってきました。ご存じのようにウエスティングハウスの経営が行き詰まり東芝との繋がりがなくなったことから、東芝100％の子会社となりました。この2年間は、新規制工事等を実施するので燃料の生産がなくなり若干売り上げが落ち込みますが、その後に関しては燃料の受注、エンジニアリング関係の事業にも力を入れたいと考えています。

また、東芝は福島関係の事業も一部実施しているので、当社ができる範囲でお手伝いすることで、さらに経営の方が安定していくように、そういう相談をこの１年間かけて徐々に新しい事業への移行も進んでいるところです。雇用に関しても、ここ2年間は地元の方の採用も経営状況から停止していましたが、今年から高校にもお声掛けして採用活動も再開しており、雇用も維持できると考えています。

（田中委員）

3．11以降受注が停止し、長い間受注がなかったが、原発の審査が終わり稼働し始め、燃料の供給がほぼ100％の稼働と聞いた。来年度の秋以降の見通し、各電力会社からの受注計画、運転の関係も含めて教えていただきたい。

（伊藤所長）

現在、関西電力をはじめとして、西日本を中止としたＰＷＲタイプ向けの燃料を製造しており、9基が稼働しています。昨年、熊取事業所が高操業であったのは、工事で2年間工場を停止するということから、その間に供給できない分を先にいただいて生産した関係があります。工事の期間は燃料を作らない状況でありますが、燃料は発電所にある状態となっています。その間発電所は稼働され、事業所が立ち上がれば、発電所の取替燃料のタイミングで順次燃料を納めるということで受注は継続すると考えています。

また、現在報道されているように、発電所での特重施設の対応が若干遅れており、特重施設が期限までにできないと発電所が停止する可能性があります。その影響に関して、電力会社と相談を始めているところですが、我々の事業に関してはそれほど大きなインパクトはないと考えています。

（田中委員）

熊取事業所とは直接関係ないが、ＭＯＸ燃料に関し、技術的な援助をされていると以前お聞きした。今後の見通しと熊取事業所には今後も関係しないのか確認させていただきたい。

（原燃工）

ＭＯＸ燃料の取扱いは過去3回経験があります。関西電力より受注をいただき、フランスで生産したＭＯＸ燃料を弊社が発電所に納めるというプロジェクトです。2年前に高浜発電所向けに納入しましたが、実は今年度同じようにもう１キャンペーン実施する予定です。そこまでは現在確定しています。

ある程度インターバルがありますが、定期的に納入するＭＯＸ燃料プロジェクトはわれわれの重要なプロジェクトとして位置付けています。

案件（５）その他

・特に発言はありませんでした。

　　　　　　　　　　
８．審議会の情報　　　名称　　　　　熊取町原子力問題対策協議会

　　根拠法令等　　原子力問題対策協議会条例

　　　　　　　　　　　設置期間　　　昭和４７年１０月２８日から

　　　　　　　　　　　所掌事務　　　本町に設置された原子力施設の平和利用と安全性

の確保を図るため、必要な調査及び審議を行い、関係機関に意見を具申する。

委員数　　　　１７名

９．担当課　　　　　　環境課


